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人口の変化に対応した

地域包括ケアシステムの構築に向けて

～中山間地域の共通課題を地域で連携して～

令和7年度社会福祉連携推進・協働セミナー（WEBセミナー）
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１．妻有地域の状況

十日町市、津南町を総称して妻有（つまり）
地域と呼んでいます。諸説ありますが、信州
や上州につながる土地柄で宿場があり、「と
まり」と呼ばれていたことによるとのこと。
また、「どんづまり」が転訛したともいわれ
ています。



新潟県十日町市、津南町（妻有地域）
つまり



四季折々の姿を見せる土地



魚沼医療圏（2020年人口：約15万6000人）

信濃川筋

• 十日町市

• 津南町

魚野川筋

• 魚沼市

• 南魚沼市

• 湯沢町

妻有地域

人口 高齢化率
十日町市 46,406人 42.02%
津南町 8,307人 44.91%
計 54,713人 42.51%

2025年6月末住民基本台帳より



魚沼医療圏の病院再編

信濃川筋の3病院（県立十日町病院、県立松代病院、町立津南病院）はこの再編の動きには

含まれなかった



県立松代病院

県立十日町病院

町立津南病院

魚沼市立小出病院

魚沼基幹病院

南魚沼市立
ゆきぐに大和病院

南魚沼市民病院

齋藤記念病院（民間）

湯沢町保健医療センター
（地域医療振興協会）

魚沼基幹病院
(3次医療)
454床

十日町病院

十日町病院
275床

35分 -

松代病院
40床

52分 19分

津南病院
45床

56分 26分



2005年の市町村合併後の十日町市

２つの県立病院

• 十日町病院（旧十日町市）

• 松代病院（松代町）

４つの国保診療所

• 川西診療所（川西町）

• 松之山診療所（松之山町）

• 倉俣診療所（中里村）

• 室野診療所（松代町）
現在は閉院/休院

県立十日町病院

町立津南病院

県立松代病院



妻有地域の医療・介護について



十日町いきいきエイジング講座菖蒲川由郷・白倉悠企資料より引用



十日町市の医療・介護需要

• 十日町市全体の医療需要予測指数は2045
年の72まで減少傾向となると予測されて
いる。

• その一方で75歳以上の高齢者の増加に伴
い介護需要予測指数はしばらく上昇し
2030年にピーク（108）となり、その後
2045年の87まで減少すると予測される。

• 生産年齢人口の減少を考えると、2015年
を基準として2045年には約半分の生産年
齢人口で、72％の医療需要量、87％の介
護需要量をカバーする医療と介護の提供
体制が求められる

十日町いきいきエイジング講座菖蒲川由郷・白倉悠企資料より引用



＜参考資料＞十日町市内特養ホーム等年間退所状況 ※新潟県サービス公表HPより引用 R２実績

類型 形態 施設名 定員 年間退所人数 定員対比 備考

広域型 ユニット型 A 70 16 22.86%

広域型 従来型 B 100 16 16.00%

広域型 従来型 三好園 100 31 31.00%

広域型 ユニット型 あかね園 44
22 35.50%合算

密着型 従来型 あかね園 18

広域型 ユニット型 三好園しんざ 50 16 32.00%

密着型 ユニット型 三好園四宮 20 6 30.00%

密着型 ユニット型 よしだ 29 6 20.69%

十福苗場合計 小計 431 113 26.22%



他法人 形態 施設名 定員 年間退所人数 定員対比 備考

広域型 従来型 C 50 15 30.00%

広域型 従来型 D 60

15 25.00%合算
密着型 ユニット型 E 20

広域型 従来型 F 50

18 36.00%合算
密着型 ユニット型 G 29

広域型 従来型 H 48 13 27.08%

広域型 従来型 I 65 28 43.08%

市内特養合計 小計 322 89 27.64%

老健 従来型 J 100 19 19.00%

小計 100 （R5.3閉園） 19.00%

特養老健合計 合計 753 221 29.35%



参考 形態 施設名 定員 年間退所人数 定員対比 備考

特定施設 K 49 13 26.53%

小計 49 13 26.53%

特養老健総合計 802 234 29.18%

十日町市内

定員 年間退所人数 定員対比

※特定施設は特養機能を持つ
備考



津南町特別養護老人ホーム等年間退所状況

広域型 従来型 L 110 33 30.00%

従来型 M 87 26 29.89%

従来型 小計 197 59 29.95%

※地域密着型は数値公表ない為25%換算

密着型 N 29

密着型 O 29

密着型 P 29

小計 87 21 25.00%

津南町合計 284 80 28,17%



３．妻有圏域合計値

特養・老健・
特定施設

定員 退所数 定員対比

妻有圏域合計 総合計 1,086 314 28.91%



令和4年度十日町市介護人材実態調査

• 調査実施期間：令和5年1月4日~2月28日

• 対象：十日町市内の介護保険事業所（99事業所）

（回収率84. 8%：84事業所）

職員の不足

不足人数の総数：120人

➢介護職員の不足：52人

➢看護職員の不足：24人

➢訪問介護員：13人

職員の高齢化

60歳代以上の職員の割合

➢ 看護職：50.4％

➢ 訪問介護員：44.9%



圏域で起きている人材不足の影響

• 訪問看護ステーションの休止

• 訪問看護ステーションの24時間体制の休止、サービス提供体制
の縮小

• 老人保健施設の閉院（100床） ※人材不足

• デイサービス等の稼働率を下げて（受け入れ人数を定員より少な
くして）職員を捻出し、法人内の他のサービス提供体制を維持

• ホームヘルパー事業を閉じて、入居系事業所の人員を補う など



妻有地域（日本全体）の医療・介護の課題

圧倒的な支え手、担い手不足が今後到来する

（特に介護・障害）



２．妻有地域での取り組み



妻有地域包括ケア研究会の取り組み

妻有地域包括ケア研究会とは

「妻有地域包括ケア研究会」は、新潟県十日町市、津南町（通称「妻有地域」）の、

高齢者や障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らしていくことのできる地域包括ケア

システムの構築を目指して2016年（平成２８年）4月に結成されました。

社会福祉法人と行政が一体となって､妻有地域の現状や課題､将来像等について、協議

検討・提案等を行うことで、より質の高い福祉サービスの提供と人材育成、福祉の仕事

のイメージアップに取り組むためのプラットフォームと言えます。

行動理念

妻有（ここ）で生まれ、

妻有（ここ）で育ち、

妻有（ここ）で暮らす
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〇社会福祉法人：（発会当時12法人）
十日町市社会福祉協議会 やまびこ 松代福祉会
苗場福祉会 妻有福祉会 十日町福祉会
松涛会 東頸福祉会 なかさと福祉会 清津福祉会
つなん福祉会 津南町社会福祉協議会
〇行政機関：新潟県十日町地域振興局健康福祉部
十日町市医療介護課、福祉課 津南町福祉保健課



４つの重点目標

その１

地域包括ケアシステム構築に

向けた取り組み
①福祉、医療、行政など関係機関との連携への取り組み
②地域共生型社会の構築に向けた取り組み
③新たなサービスづくりへ向けた取り組み

その３

法人間の連携強化への取り組み

①法人間の連携強化へ向けた取り組み

②社会福祉法人の公益的取組と地域貢献活動の研究へ
の取り組み

③法人間の情報共有の仕組み作りの取り組み

その２

人材育成、サービスの質の向上に

向けた取り組み

①人材育成への取り組み

②サービスの向上に向けた取り組み

③未来の担い手育成への取り組み

その４

組織体制の強化

医療、介護、福祉の連携プラットフォームづくり

22



主な活動（2019年~2022年)
「新潟県介護事業所ネットワーク化推進事業」（助成金）により、活動の充実を図りました。
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多職種協働セミナー 新入職員研修会スキルアップ研修会まちの発見塾

未来の担い手育成 出張授業（ガイダンス） 法人役職員研修会

共生塾



①新型コロナウイルス感染症対策で医療機関、
医師会、行政機関との連携を強化
➡「新型コロナウイルス感染症医療体制検

討委員会」への参画

➡十日町市、津南町と協働し「感染症対策
セミナー」を企画、運営

➡ワクチン集団接種（職域接種）の企画・運営

➡感染症専用サイトの構築
「妻有地域メディカル＆ケアネットワーク」

②「地域共生社会づくりモデル事業」

➡大地の芸術祭への参加
日比野克彦「喫茶TURN]作品オペレーション

酒生宏一「みどりの部屋プロジェクト」ワークショップ参加
24

https://care.tokamachi.life/

https://koichisakao.org/green_room/2022plan

https://www.echigo-tsumari.jp/art/artwork/cafe_turn/

https://care.tokamachi.life/
https://koichisakao.org/green_room/2022plan


「地域共生社会づくりモデル事業」
➡市内の地区自治組織と協働しアンケート

やフォーラム開催
・「地域共生社会づくりフォーラム」

２月２８日開催

25



26

大地の芸術祭ワークショップへの参加

新型コロナウイルス感染症研修会
（新潟大学寄付講座・ケア研究会共同開催）

福祉緊急事態宣言



①研修会の共同開催
新入職員研修・スキルアップ研修
感染症対策研修

②研究発表会の企画・運営
➡医療、介護、福祉、行政の研究発表

③十日町市主催「まちの産業発見塾」
ケア研究会専用ブース設置

※「まちの産業発見塾」：市内中学生・高校生対象とした職業紹介イベント

〇福祉出張授業「未来の担い手育成事業」
小学校・中学校・専門学校等への出張授業

〇福祉の資格・職場ガイド
「妻有福祉ジョブ」作成と学校への配布
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その２

人材育成、サービスの質の向上に
向けた取り組み

①人材育成への取り組み

②サービスの向上に向けた取り組み

③未来の担い手育成への取り組み

活動の中核



28

看護師向け手技講習会の企画・運営

感染症対策研修会の企画・運営

つまり地域包括ケア実践発表会
の企画・運営

介護職員等スキルアップ研修会の企画・運営

法人役職員研修会の企画・運営



29法人役職員研修会の企画・運営

多職種協働セミナー（IPEセミナー）

中高校生向けサマーワークキャンプ

福祉出張授業の開催 まちの産業発見塾出展
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「妻有の里の介護ジョブ」作成し
管内中学校へ配布

市内の中学生をターゲットに全員
へ配布し、介護、福祉の仕事への
理解や資格取得方法についての
理解を深めてもらうことを狙いま
した。



①新型コロナウイルス感染症対策の情報共有
・会員間の物品共同購入
・クラスター発生時の物資提供

②共通課題についてのアンケート
コロナ影響度調査の実施

③「妻有地域福祉緊急事態宣言」の配信
R4.8.18宣言
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その３

法人間の連携強化への取り組み
①法人間の連携強化へ向けた取り組み

②社会福祉法人の公益的取組と地域貢献活動の研
究への取り組み

③法人間の情報共有の仕組み作りの取り組み

十日町タイムス社掲載記事20220822



①「社会福祉連携推進法人」について学ぶ
➡シンポジウム、フォーラムの開催

➡令和4年度
「妻有地域医療連携推進法人設立検討会」

への参加、情報共有

➡令和５年度 2023年7月3日
医療、介護、福祉の新たなプラットフォーム

一般社団法人
妻有地域メディカル＆ケアネットワーク創設

32

その４

組織体制の強化
①専任事務職員の確保と事務局体制の強化

②2020年度以降の活動の在り方を研究する
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妻有地域の医療・介護・福祉の連携の在り方を考える3回シリーズでシンポジウム、フォーラムを開催



妻有地域の医療・介護・福祉の新たなプラットフォーム

「一般社団法人妻有地域メディカル＆ケアネットワーク」
設 立

34

2023年7月7日報道発表

当面の運営の在り方

目指す組織体制

代表理事 上村斉医師会長



これからの活動

妻有地域包括ケア研究会の活動を再定義

〇地域包括ケアシステムの構築と地域共生社会づくりへの貢献

➡医療、介護、福祉の連携強化の必要性

妻有地域での新たなプラットフォームへの貢献

〇人材確保・人材育成

➡福祉人材の減少、枯渇対策は急務

「校舎のない学校づくり」への挑戦

〇法人間連携、事業所間連携の強化

➡感染症対策、災害対策、認知症対策、事業継続対策等

※本来あるべき姿を実直に行う
35



３．協力医療機関との連携体制構築の実際

（診療報酬・介護報酬改定への対応）



十日町市における協力医療機関との連携体制の構築（イメージ図）

③入院受け入れ体制

①急変時の相談対応
②診療体制

要件①②については、各特養が5つ
の在宅療養支援診療所のいずれかと
協定。特養の配置医師は協定を結ぶ
診療所医師が担う
要件③については、いずれの特養も
県立十日町病院と協定

定期的な会議
年3回、図中の全施設から担当者
が集まってZoomで開催

協力医療機関

参加

介護施設

○在宅療養後方支援病院・
へき地拠点病院

（県立十日町病院）

○在宅療養支援診療所
（５診療所）

○十日町福祉会
特別養護老人ホーム5施設

○B社会福祉法人
特別養護老人ホーム2施設

○C社会福祉法人（参加準備中）
特別養護老人ホーム●施設

定期的な会議は、概ね毎月
会議開催すべきところ、
ICT活用し情報共有するこ
とで年3回以上の開催とで
きる（協力医療機関連携
加算の算定要件より）

うおぬま・米ねっと
を活用

ネットワーク
（情報共有）

魚沼地域医療連携ネットワークシステム



連携協議スタートが早かった！

○要因１ 「話しやすい環境」

一般社団法人妻有地域メディカル＆ケアネットワークという医療、介護、福祉のプラット

フォームがあった。

○要因２ 「顔の見える関係」

新型コロナウイルス感染症パンデミックを乗り越えてきたメンバー（医療・介護・行政）

例）妻有地域新型コロナウイルス感染症医療体制検討委員会 毎週金ZOOM会議 3年間157回開催

○要因３ 「ウインウインの関係」

互いに報酬を取りに行く姿勢 病院も在宅支援診療所も介護施設も「生き残り」作戦

○要因４ 「代診医システム」

特養嘱託医代診システムの存在・・・強化型在宅支援診療所の医師が輪番制にて代診

○要因５ 「ICTの活用」

魚沼圏域医療介護連携ネットワーク「うおぬま・米ねっと」http://uonuma-mynet.org/

http://uonuma-mynet.org/


スタートまでの経過
令和6年5月 医師会事務局と包括ケア研究部会との協議開始 ※当面2法人７特養を対象とする

7月スタートに向け準備（在宅支援診療所の医師との情報共有）

６月 県立十日町病院患者サポートセンターとの協議

①制度の説明

②現行の協力病院契約との違いの確認

医師 看護師 事務長

③種々のフォームの確認

④救急時の対応方法の協議

7月 協定書締結

・強化型在宅支援診療所と法人

・十日町病院と法人

7月17日 第1回合同カンファレンス開催（リモート開催）

参加者：医師会事務局 在宅支援診療所の医師5名

十日町病院患ｻﾎﾟ医師・看護師 対象7特養 施設長 生活相談員等 法人

事業担当者 一社妻有メディケア担当者など 総勢33名

※令和6年度内3回の開催を実施



ICTの活用 「うおぬま・米ねっと」

「うおぬま・米ねっと」は新潟県の魚沼地域（十日町市、魚沼市、
南魚沼市、湯沢町、津南町）で稼働している、地域医療介護連携
ネットワークです。http://uonuma-mynet.org/

平成２６年（2014年）に医療情報の共有からスタートし、平成３
１年（2019年）のシステム更新において機能を拡張して介護情報
も共有できるようになりました。

魚沼圏域人口15万中 48､973人 加入率34.0%

65歳以上加入率 62.0%

http://uonuma-mynet.org/


合同会議（カンファレンス）の持ち方

①日程調整 医師会事務局

強化型在宅支援診療所の月1回のカンファレンスに併せて開催

②事前提出 ・合同カンファレンス入所者リスト兼カンファレンス記録表

・新入居者リスト

➡施設は事前作成し、うおぬま・米ねっとに添付しておく

・カンファレンス参加者名簿

③ZOOM手配 医師会事務局がURL配信

④開催 進行は医師会事務局と法人事業担当者の輪番制

※開催時間は１８：３０～２０：００ 時間限定

⑤進行方法 ・施設担当者より著変のあった者、入院者、新入居者について情報提供

・各嘱託医師からの情報提供のあった入居者についてのコメント

・十日町病院患者サポートセンター医師からの入院者についてのコメント



参考：合同カンファレンス入所者リスト兼カンファレンス記録表（サンプル）



参考：新入居者リスト（サンプル）



平素の情報共有の在り方

対象施設と嘱託医（強化型在宅支援診療所5か所）との入居者情報の共有（約束事）

①全施設入居者のフェイスシートを作成 ※ほぼ同一フォーム

②全入居者は「うおぬま・米ねっと」に加入 ※医療機関、薬局紐づけ

③全入居者のフェイスシートを「うおぬま・米ねっと」の個人台帳に添付

④フェイスシートの更新はケアプラン更新時、または心身の状態が変化した場合

⑤新入居があった場合、①②③の手続きを速やかに行う

○代診医システム

施設嘱託医が病気、学会、休日等で不在の場合、強化型在宅支援診療所の医師が輪番で往診又
は死亡診断を行う仕組み



４．会員の声と展望



会員法人の声

○妻有地域の福祉の統合です。『サービスの均質化と人材の共有で持続可能な福祉』

福祉の総合窓口を作れないかという意見がありましたが、とても良いと思います。

空きベッドの把握、待機者リストの共有、ご利用者様やご家族様の求めに応じられるサービスの案

内ができる窓口はあるべきです。特にスマホでそれらの対応ができればベストです。共同購入もそ

の第一歩ではあります。

各法人、それぞれに背負う歴史や地域の期待のほか、各種しがらみ等もあるでしょうが今後さらに

人財と利用者の取り合いになっていく中で最後まで生き残った法人が全てを総取りするのを待つサ

バイバルでは無駄な消耗戦を続けることになります。

競争原理によってより良いサービスが追及されている状況とも思えません。消耗すればサービスの

質が低下するだけです。



会員法人の声
○妻有地域包括ケア研究会の発足当時と現在では、周囲の環境が変わってきており研究会の会員だけでの

議論では、地域包括ケアは難しいように感じております。山間地の法人は、人口減少、少子高齢化により

人材の確保や利用者の確保が厳しい中で、事業費、事務費だけは膨らみ、地域包括ケアの構築も重要です

が、その大切な社会資源が限界に近づいています。

○この活動を通じ、他法人の管理者や経営を担う立場の方とお話しできたことはこの上なく良い機会だ

ったと確信しております。例えば職員採用の事や共同購入などの話も、当法人と同様に苦しい思いをされ

ていることが分かり、この地域における状況が良く理解できました。何よりも新型コロナウイルス感染症

が発生した際の対応については非常に心強く、振り返って考えると、包括ケア研究会の活動に参加してい

て本当に良かったと感謝の思いでいっぱいです。有事の際に、他の法人と協力し合い助け合える良い機

会だったと思っています。



会員法人の声
○法人が小さいがゆえにやれない事もあるというのが本音です。やはり人材難、法人の規模などが理由

でしょうか。この活動を通じ、法人間の横の繋がりが維持できることは大きなプラスだと考えております。

また医療との連携により様々な取組があることを歓迎しています。

○あと10年するとこの地域は様変わりします。働き手がいない。要介護高齢者が減少に転じる。子供は減

少する。この状況に対応できるかどうかが問われていると強く感じます。医療、介護、障害の各サービス

の在り方を胸襟開いて議論すべき時期に来ています。自治体に無いものねだり（お金、知恵）をしても時

間の無駄です。医療、介護、福祉サービスは地域づくりの根幹と考え、法人間で課題意識を共有し、理念

を作り上げて活動をするべきと考えます。



一般社団法人妻有地域メディカル＆ケアネットワークが目指すこと

1. 地域内の医療・介護・福祉に携わる様々な組織が理念や方針を共有し、互いの

利害関係から離れて、住民が必要とする医療・介護・福祉の提供体制を地域に

残すために、真の連携を検討し形作る、協力・協働体制の構築が必要。

2. 法人設立によって、国や県からの財政・技術支援の受け皿ができる。

3. 市・町から委託を受け、地域住民の生活向上に資する様々な事業（計画の作成

を含む）を実施・推進することが可能となる。

4. 民間企業との契約、大学との共同研究事業の実施が容易になる。

5. 今後高齢化・人口減少が進む都市部が参考とするような先進的な医療・介護・

福祉連携のモデルを提示する。



おわりに

医療・介護DXは必須です。

中山間地は、人がいない、医師がいない、インフラがない。

ないないづくしの中で、医療・介護・福祉サービスを持続可能なものにし

ていく必要があります。

新たな地域医療構想の要は、「医療・介護連携」です。

地域包括ケアシステムはネットワークづくりを意味します。

改めて医療、介護、福祉のシームレスな連携作りを行う必要があります。

社会福祉連携推進法人、地域医療連携推進法人、そして、第三の選択肢は？
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ご清聴ありがとうございました。

一般社団法人妻有地域メディカル＆ケアネットワーク
包括ケア研究部会 部会長（理事） 松村実

https://care.tokamachi.life/

所属：社会福祉法人十日町福祉会 常務理事
https://www.fuku-tokamachi.or.jp/

https://care.tokamachi.life/
https://www.fuku-tokamachi.or.jp/

